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著作権と商標権の権利調整
─日本法と台湾法の比較─＊

大阪大学知的財産センター特任准教授
村上　画里

はじめに

　現在、わが国の商標法は、音の商標や動きの商標を保護対象とはしていないが、近時の議論に
おいてこれらの商標を保護対象として加える可能性が高まっている１。従来の保護対象に加え
て、音の商標や動きの商標が保護対象になることは、著作権と商標権が抵触する場面の増加を示
唆するように思われる。
　著作権と商標権の抵触の問題が生じる場面として、①権利存立場面と②権利行使場面が考えら
れる。この点について、わが国では商標法29条（以下、日本の商標法は「商標法」とする。）が、
②の場面において著作権と商標権の権利調整を行う規定を置いている。一方で、抵触場面につい
て①の場面を規定する立場も考えられる。かつて、この問題については、国際的にも議論がなさ
れたことがある２。1990年にジュネーブで開催された商標保護法ハーモナイゼーションに関する
第２回専門家会議において、WIPO国際事務局が準備した商標法条約草案を議論した際に、同草
案103条の４ⅱは、「保護される意匠権もしくは著作権により保護される著作物を再製する標章」
を商標登録出願を拒絶しうる場合の一つとして掲げていた。しかし、会議を重ねるにつれ、各国
の規定を調整することが困難であることが実感されたため、1996年に発行した商標法条約には、
前述の拒絶しうる場合の規定は盛り込まれてなかった。そのため、現在に至るまで各国の著作権
と商標権の抵触関係の考え方は、国際的に調和がとれていない状態にあるということになる。わ
が国においては、商標法条約における議論とは異なる形、すなわち、上記②のような調整規定を
置いているが、新制度の導入を契機に現行法の意義の確認、再検討の機会が必要となっているよ
うに思われる。
　本稿では、既に音の商標や動きの商標を保護対象としている台湾法の著作権と商標権の抵触場
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面について調査をする機会が得られたので、台湾法を紹介し、日本法との比較を行っていく。
　台湾の商標法（以下、「台湾法」とする。）は、著作権と商標権の抵触について30条１項15号が、
上記①の場合について規定をおいている。すなわち、日本法と台湾法は、著作権と商標権の抵触
について規律とする場面が異なるのである。本稿では、日本法と台湾法を比較することで、著作
権と商標権の抵触関係の規律のあり方について検討を行うことにする。
　叙述の順序としては、まず、日本法について次の順序で説明を行う。最初に、著作権と商標権
の抵触関係を規律する商標法29条の規定の意義について確認をする（Ⅰ－１）。次に、わが国で
は著作権と商標権の抵触が権利存立場面において商標法４条１項７号に該当するか否か、議論が
あるのでその点について検討を行うことにする（Ⅰ－２）。そして、日本法において著作権と抵
触する商標権を消滅させるために現行法上講じることのできる手続について検討を行う（Ⅰ－
３）。最後に、音の商標等の新制度の導入と抵触関係に関して現在どのような方向性で検討され
ているのかを紹介する（Ⅰ－４）。
　続いて、台湾法について以下の順序で説明を行う。まず、著作権と商標権の抵触に関して規定
する台湾法30条１項15号の意義及び運用を確認し、関係する裁判例を紹介する（Ⅱ－１）。そし
て、台湾における権利行使場面における当事者の攻防について紹介をする（Ⅱ－２）。
　以上の説明を前提として日本法と台湾法の比較を行い（Ⅲ）、日本法における著作権と商標権
の抵触場面の規定のあり方について再検討を行うことにしたい。
　
Ⅰ　わが国における著作権と商標権の抵触に関する規律

１　商標法29条の意義
　わが国においては、権利存立場面について、著作権法において商標権の対象となる著作物を排
除することをしておらず、商標法においても著作権の対象となる商標を排除していない。ただ
し、商標法４条１項７号は、公序良俗に反するおそれのある商標は登録されないと規定してお
り、この規定と著作権との関係については議論があるので、後述することにしたい（Ⅰ－２）。
　著作権と商標権の抵触関係について規定する唯一の規定が商標法29条である。同条の存在によ
り、わが国においては、著作権と商標権は別個独立に存立するものであり、両権利の併存を前提
として、併存により生じ得る権利の抵触の問題を規律していると考えることができるのであ
る３。現行法は、昭和34年に制定されたのであるが、これに先立つ工業所有権制度改正審議会答
申４において、著作権と抵触する商標登録出願は審査の際に拒絶しないこと、この登録商標の使
用について商標権者は許諾を得なければ使用することができないこととされた。そして、著作権
と商標権の抵触については、商標権については出願日、著作権については著作権発生日を基準と
して判断することとされた。
　商標法29条に関しては、キャラクターのポパイに関する裁判例５が何件か存在している。これ
らの事件における判断をまとめると、商標権が商標登録出願日前に生じた著作権と抵触する場
合、商標法29条では商標権者は登録商標を使用することができないと規定しているが、これは商
標権者による著作物の利用を排除することもできないという解釈が採られている。

３　茶園成樹「著作権と商標権の関係」コピライト604号６頁（2011年）。
４　特許庁編『工業所有権制度改正審議会答申説明書』（発明協会、1957年）85～86頁参照。




